
三進工業株式会社 （単位：千円）
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8,800 99,072

554,863 356,892

971,139 63,060
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10 71,486
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△11,540 193,250
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81,464 41,213

131,628 65,630

0 2,211,214
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738,968 6,551,044

59,183 50,000

26,130 33,682

23,853 33,682

2,277 6,539,467

1,260,476 17,300

291,183 6,522,167

620,052 2,210,000

55,424 4,312,167

67,334 △72,105

226,481 6,551,044

8,762,259 8,762,259

第70期　貸 借 対 照 表
（2024年3月31日 現在）

資産の部 負債の部

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金 電 子 記 録 債 務

受 取 手 形 買 掛 金

電 子 記 録 債 権 未 払 金

売 掛 金 未 払 費 用

契 約 資 産 未 払 法 人 税 等

棚 卸 資 産 契 約 負 債

未 収 入 金 預 り 金

預 け 金 賞 与 引 当 金

その他の流動資産 リ ー ス 債 務

貸 倒 引 当 金 その他の流動負債

固 定 資 産 固 定 負 債

有 形 固 定 資 産 退職給付引当金

建物及び付属設備 未 払 出 資 金

構 築 物 リ ー ス 債 務

機 械 装 置 その他の固定負債

車 両 運 搬 具 負 債 合 計

器 具 工 具 備 品 純資産の部

土 地 株 主 資 本

リ ー ス 資 産 資 本 金

無 形 固 定 資 産 資 本 剰 余 金

ソ フ ト ウ ェ ア 資 本 準 備 金

その他の無形固定資産 利 益 剰 余 金

投資その他の資産 利 益 準 備 金

出 資 金 その他利益剰余金

繰 延 税 金 資 産 純 資 産 合 計

資 産 合 計 負債・純資産合計

投 資 有 価 証 券 別 途積 立 金

関 係 会 社 株 式 繰越利益剰余金

そ の 他 投 資 自 己 株 式



１.重要な会計方針に係る事項に関する注記

（1）資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法

ア．時価のあるもの・・・・移動平均法に基づく時価法

イ．時価のないもの・・・・移動平均法に基づく原価法

②たな卸資産の評価基準及び評価方法

　・・・・最終仕入原価法による原価法

（2）固定資産の減価償却の方法

有形固定資産・・・・定率法　（ただし、1998年4月以降に取得した建物（建物附属設備

　　　を除く）並びに2016年4月以降に取得した附属設備及び

　　　構築物については定額法）

無形固定資産・・・・定額法

（3）引当金の計上基準

貸倒引当金 ・・・・・・・・ 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついて法人税法の規定に基づく法定繰入率により計

上しています。

退職給付引当金 ・・・・ 従業員の退職給付に備えるため、退職金規定に基づ

く期末要支給額により計上しています。

賞与引当金 ・・・・・・・・ 従業員の賞与支給に備えるため、翌期に支給する見

積額のうち、当期負担分を計上しています。

工事損失引当金　・・・・・・・受注案件の損失に備えるため、当事業年度末の未引

渡案件のうち、損失発生が見込まれ、かつ、その金

額を合理的に見積もることが出来る工事について、

当該損失見込額を引当計上しています。

役員退職慰労引当金 ・・・・

（追加情報）

当社は、役員退職慰労金制度を廃止することとし、

2023年６月15日開催の定時株主総会において、役員

退職慰労金制度廃止に伴う退職慰労金打ち切り支給

議案が承認可決されました。

これにより「役員退職慰労引当金」を全額取崩し、

打ち切り支給額の未払分65,380千円については固定

負債「その他の固定負債」に含めて表示しておりま

す。

（4）収益及び費用の計上基準

建設工事に係る収益については、工事の進捗に伴い履行義務が充足されると判断し、

各報告期間の期末日までに発生した工事原価が、予想される工事原価の合計に占める割

合により進捗度を測定し収益を認識しております。

製作に係る収益については、製品を引き渡す一時点において、履行義務が充足され顧

客が当該製品に対する支配を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識して

おります。

（5）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式により処理しています。

個 別 注 記 表

自　2023年4月 1日
至　2024年3月31日



２.１株当たり情報に関する注記

（1）１株当たりの純資産額 66,828円98銭

（2）１株当たりの当期純利益金額又は当期純損失額 3,255円96銭

３.当期純損益金額

　当期純利益 319,172千円

４.その他の注記

　計算書類は千円未満を切捨てて表示しております。


